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①インドネシア現地調査（2023年7月～現在）
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東ジャワ州 バリ州

図１：インドネシア研究調査の対象地域（筆者作成）



②特定技能を派遣するための取り組み
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• 育成就労への移行や技能実習制度の廃止（インドネシアでは2023年に廃止、2027年に育成就労を
導入予定）が決定されたことを受け、ジョブオーダーは段階的に特定技能へと移行している。こ
のような状況において、認可を受けた送り出し機関の中には、他の送り出し機関と協力し、P3MI
（特定技能を活用した日本への移民労働者の派遣許可）をすでに取得しているものもあれば、取
得に向けた準備を進めている機関もある。

• P3MIを取得するためには、最低でも1.5億ルピアの準備が必要とされる。そのため、3社の送り出
し機関や18社の送り出し機関を結集し、特定技能を派遣するための新しい機関を設立することが
見られるようになる。

• まだP3MIの取得準備が整っていないいくつかの認可された送り出し機関や日本語研修機関は、特
定技能の候補者の出国を支援するサービスを提供し始めている。このサービスでは、特定技能で
の出国に必要な書類の準備や仕事の紹介（求人情報）を行い、料金は2500万ルピアから3000万ル
ピアとなる。これらの特定技能の候補者は、最終的には自立的（マンディリ）で日本に渡航する。
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図２：インドネシアのP3MI運営仕組み（筆者作成）

1. 送り出し機関の所有者は、共同で、P3MIの認証を取得した特定技能の候補者を派遣できるように
するための送り出し機関を設立する。組織構造では、送り出し機関の所有者は最も年長または最
も経験豊富な人が最上位のポジションに配置され、他のメンバーは広報やインドネシア・日本間
協力担当をする。

2. 例えば、送り出し機関1が登録支援機関1と提携する場合、P3MIの名前を使用して特定技能の派遣
に関する協力を行う。1つの登録支援機関は他の送り出し機関と提携することはできないが、送り
出し機関は複数の登録支援機関と提携することができる。

3. このケース以外にも、企業がP3MIの認証を取得する別の方法は、P3MIを持つ他の企業を買収し、
その企業名を変更することである。
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③インドネシア移民労働者保護庁（BP2MI)
の報告書まとめ
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2024年3月の月刊報告書
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• 2023年の日本の特定技能プログラムにおいて、インドネシア人移民労働者の配置は、以下の職種
が主要だった：Care Worker（1,707人）、Agriculture Farming（1,073人）Operator
Production（392人）、Food Service（305人）。前年（2022年）と比較すると、Care Workerの
配置数は37%増の348人、Agriculture Farmingは32%増の263人、Operator Productionは74%増の
167人、Food Serviceは609%増の262人となった。

• 2023年の日本のSSWプログラムにおけるインドネシア人移民労働者の出身地の上位5つの州は以下
の通りである：中部ジャワ（2,592人）、西ジャワ（2,512人）、東ジャワ（1,374人）、バリ
（573人）、ランプン（365人）。前年と比較すると、中部ジャワからの配置は61%増加し（987
人）、西ジャワは63%増加（971人）、東ジャワは98%増加（681人）、Baliは44%増加（176人）、
ランプンは71%増加した（152人）。さらに、過去3年間（2021年、2022年、2023年）におけるSSW
プログラムからのインドネシア人移民労働者の最も多い3つの州は中部ジャワ（4,226人）、西ジ
ャワ（4,070人）、東ジャワ（2,075人）だった。これらの州からの配置は、2021年から2023年ま
でのSSWプログラムの期間における全体の70%を占める。

2023年度の年間報告書



④ インドネシア人労働人材受け入れ状況

図３：インドネシア人技能実習・特定技能の推移（2024年度・日本入国管理局参考）



⑤ （課題１）日本語教育と試験関連問題

• 国際交流基金日本語基礎テスト（JFT）の受験が求められ、特定技能生の増

加により試験の需要が急増している。

• ブローカーによる試験登録システムの悪用が横行し、限られた定員数が登

録の難しさをさらに助長している。

• 地域や送り出し機関ごとに日本語教育プログラムの質と内容にばらつきが

見られる。

• 候補者を十分に指導できる高い能力を持つ日本語教師の不足が課題となっ

ている。



⑥ （課題２）入館手続きの複雑さ

• 在留資格認定証明書（COE）発行に最低3ヶ月を要し、手続きの遅延が候補者
の生活費負担を増大させている。

• 待機期間中に収入を得る手段がなく、候補者の経済的負担が深刻化している。
• 韓国やドイツ(G to G Program)では、言語育成プログラムが短期間であり、
入国手続きも簡便である。

• 他国の派遣プログラムが増加する中で、日本の選択肢としての競争力が低下
している。



⑦ （課題３） 他国との最低賃金競争

• 日本の最低賃金はOECD加盟国の中で低く、特に韓国や欧米の先進国と比較して劣位にある。このた
め、賃金競争力が不足し、外国人労働者にとって日本は経済的に魅力的な選択肢ではない。

• 実質賃金が減少し、消費者物価の上昇を考慮すると生活水準の向上は難しく、日本の低賃金とその
伸び率の遅さは、長期的な生活水準の向上が期待できないことを意味し、外国人労働者は将来の安
定を求めて他国を選択する傾向が強まっている。

図４：日本最低賃金・他国比較（労働政策研究・研修機構参考）



⑧ （課題４） オランダ在住の元EPA
インドネシア人の体験談

• 2024年7月末、アムステルダム大学での国際学会参加時に、Cさん（男・41歳）とJさん（女・38歳）へのイ
ンタビュー調査を実施した。CさんはインドネシアからEPAとして日本へ派遣され、その後オランダで看護師
として勤務している。JさんはCさんの友人で、同じくオランダの介護施設で働いている。二人は第2世代移
民の高齢者ケアを担当し、オランダ人スタッフと同等の地位にある。

• オランダ政府は移民文化に配慮した施設設計を行い、患者の文化や宗教を反映した環境が心理的回復や状態
の安定に寄与すると考えられている。CさんとJさんの施設では、インドネシア系やトルコ、モロッコ出身の
移民高齢者が多く、インドネシアやイスラム文化に関連する装飾や、祈りの時間にアザーンが流れるなどの
配慮がなされている。



Cさん（男性・41歳）

• 初期EPA世代として日本の大阪市の施設に介護職として派遣される。

• 2年目に過労や厳しい規則に不満を感じ、特に休暇制度の制限に悩む。

• インドネシアに戻り、ヨーロッパでの就職機会を探し、オランダに転職

を決意。

• アムステルダムでオランダ語や看護学を学び、アシスタントから看護師

として働き始め、現在は薬の調合や調整役を担当。

• 2022年にオランダ市民権を取得し、オランダのワークライフバランスや

オープンな社会環境に魅力を感じる。



Jさん（女性・38歳）

• EPAプログラムを終了し、インドネシアでの仕事を経て、Cさんからオラ

ンダの施設を紹介されて転職。

• 日本で働いていた際、厳しい職場規則と低い収入に不満を持ち、家族の

ために頑張る日々。

• オランダに来た当初は長期滞在の予定はなかったが、ユーロの為替や家

族への送金額の高さを実感し、生活の質が向上。

• オランダ人の彼氏と結婚し、市民権を取得。キャリアの展望やオランダ

社会での平等感も大きな要因。

• オランダに対して親しみを感じ、インドネシアの食材や文化が豊富で第

二の故郷のように感じる。



⑨「使い捨て労働力」としての外国人労働者

• これまでの技能実習制度には、人権上の懸念があり、外国人労働者が使い
捨ての労働力として扱われ、弱い立場に置かれる現状が続いている
(Gordon, 2010) 。

• 特定技能制度が導入されたものの、外国人労働者が商品（コモディティ）
として扱われる限り、労働者の待遇改善は困難である。

• 外国人労働者が長期的に定住するためには、働きやすい職場環境とオープ
ンで行政手続きが簡便な社会環境が求められる。

• 日本でも、外国人労働者の受け入れを進めるためには職場環境の改善に加
え、地域住民によるサポートを含む住環境の整備が重要である。



⑩ 長期的に活躍できる労働人材を目指して

● Labor Market Segmentation/労働市場セグメンテーションの観点から

• 労働市場を「一次セクター」と「二次セクター」に分けて考える。移民労働者は主に二次
セクターに従事し、不安定な雇用や限られた昇進機会に直面することが多い。その結果、
こうした状況に閉塞感を感じた労働者は、より良い仕事を求めて他国に移住する可能性が
ある。

→定着を促進するためには、明確なキャリアパスを提供し、不安定な雇用を減らし、差別
や賃金格差に対処することが重要である。

● Dual Frame of Referenceの観点から

• 移民労働者は、受け入れ国での経験を自国や他の移住先と比較して評価する。受け入れ国
が相対的に良い就労機会や生活環境を提供する場合、移民は定住する可能性が高くなる。

→ホスト国は、労働環境の改善を進めるとともに、他の魅力的な移住先に対する競争力を維
持するために政策を柔軟に調整し、移民本人および本国にいる家族の生活の質向上に努める
必要がある。

送り出し国が経済面や送金を目的に先進国に依存する関係が前提とされてきたが、日本の深刻な労
働力不足により主要産業の維持には移民労働者が不可欠となり、この関係が逆転しつつある
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労働移民のライフサイクル

参考: Adapted from Figure 6, Kuschminder, 2013 p.84

• Kuschminder (2013)は移民の帰還および再統合に関
する研究を行い、帰国移民が地域社会に与える貢献
に着目している。

• 再統合支援は経済的側面にとどまらず、社会的・文
化的・政治的側面を含む多面的アプローチが求めら
れると主張している。

• また、帰還移民の再統合の成功には、地域社会との
関係構築および支援ネットワークの存在が不可欠で
あると指摘している。
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• インドネシアにおける帰国および再統合の取り組
みは、依然として優先されておらず、需要に基づ
く断片的な対応にとどまっている（Bachtiar & 
Prasetyo, 2017）。

• 「エンパワーメントプログラム」として起業支援
が中心だが、支援の限界や政策の欠如、地域社会
の理解不足が課題である（国際移住機関インドネ
シア支部, 2022）。

• 今後は、日本とインドネシア両国が協力し、帰国
労働者の経済発展や社会再統合を支える仕組みが
求められる。例えば、起業支援、職業訓練、地域
適応支援の強化や、技術・経験を活かす産業振興
に向けた連携が必要である。参考: Adapted from Figure 6, Kuschminder, 2013 p.84
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